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研究成果の概要（和文）：本研究では，災害レジリエンス情報の定量的な評価手法の開発を行った．具体的に
は，携帯電話位置情報をもちいて，災害時における人々の行動変化と回復過程の算出する手法を提案した．提案
手法では，滞在人口の時系列変動を通常時点と異常時点に分解することによって，自動的に災害などによる行動
変化を検出することができる．それを日本全国のデータに適用することで，災害による人々の行動の低下量を定
量的かつ網羅的に算出し，比較を行った．その結果，計画運休による，事前の行動変化（災害に備える行動）の
検出や，長距離旅行行動における新幹線の防災効果など，複数の行動変化の特徴を明らかにすることに成功し
た．

研究成果の概要（英文）：In this study, we developed a quantitative evaluation method for disaster 
resilience information. Specifically, we proposed a method to calculate the disaster damage and 
recovery process of people's behavior using cell phone location information. The proposed method 
automatically detects behavioral changes due to disasters by decomposing the time-series variation 
of the resident population into normal and abnormal time points. By applying the proposed method to 
six years of nationwide data, we quantitatively and comprehensively calculated the amount of decline
 in people's behavior due to disasters. As a result, we succeeded in clarifying the characteristics 
of several behavioral changes, such as the detection of pre-disaster preparedness behavior due to 
the planned suspension of railroad service and the disaster prevention effect of the High-speed rail
 on long-distance travel behavior.

研究分野： 土木計画学

キーワード： 災害時の行動分析　携帯電話位置情報データ　災害レジリエンス 

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で開発した手法は，これまで定量的な解析が少なかった，人の行動の側面における災害ダメージを複数の
災害間で比較できるアプローチである．この手法を応用することによって，「鉄道の計画運休」や「交通ネット
ワークの防災対策」による効果を定量的に明らかにでき，それらの効果の定量的な検証ができる点で，社会的意
義は大きいものであろう．それに加えて，同アプローチを応用することで新型コロナウイルス感染症による，行
動変化の特徴を明らかにした，6年間の間で発生した大小の災害による行動変化を網羅的に検出した結果とあわ
せて，今後の行動研究に向けての学術的に価値あるエビデンスを残すことにも成功したといえよう．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
地震や水害などの災害は，完全に守り切るような耐震化や堤防などのハード設備を設計する

ことはコスト的にも困難であり，設計を超えた外力に対する対策が必要となる．そこで， 
Resilience Triangle (Bruneau, 2003) の概念が着目され，災害に対して「強くしなやかな社会」
を目指した施策が検討されている．この概念は，一時的な被害による機能の低下に対して，災害
後の機能回復をしやすくすることで，「時間軸も扱った活動ダメージ」の総量を小さくすること
を目指すものである． 

それでは，“近年の災害において，我々の活動の被災・回復過程はどのようなものであったの
だろうか？” この問いに答えることは，より望ましい回復過程が実現できるような社会・イン
フラの設計や対策に向けた現状認識であり，必要不可欠である．しかし，鉄道などの単一の機能
の回復過程や局所的な生活再建などのミクロな事象の総括がほとんどであり，マクロな視点で
定量的に議論されていない． 

一方で，人の活動の時系列推移はかなり精度よく観測できるようになってきている．例えば，
NTT ドコモの基地局データを用いた推計人口分布である「モバイル空間統計」を用いると，任
意の領域の推計人口の時系列推移を最も細かくて 1 時間単位で長期に把握することが可能であ
る．さらに，停電などの影響がないという条件はつくものの，災害時の人口分布の変化の情報も
精度よく把握できる．つまり，この携帯電話位置情報データを用いると，人の活動を示す最も基
本的な指標である人口分布の時系列変動を対象に，時間的に詳細な活動レベルの時間推移を，災
害の時の被災・回復過程をふくめて分析できる．しかし，現時点ではまだ，このような時間的な
回復過程に着目して，定量的な評価は十分に実施されていない． 
 
２．研究の目的 
 本研究では，携帯電話位置情報データから得られる人口の時系列推移データの時間情報に着
目して， Resilience Triangle をはじめとする災害時の被災レベル・回復過程を定量的に評価す
る方法論を開拓することを目的とする．これには，災害がなかった場合の予測線をどのように書
くかが重要になる．本研究では，長期間の時系列データにおけるフローあるいはストック変数の
周期的な規則性を用いて予測モデルを構築する．そのうえで，2014 年から 2022 年の間の時系
列変化を網羅的に分析することを通じて，以下の 2 点を議論するためのエビデンスを収集する： 

1) 近年の災害における人々の活動の被災・回復過程の特徴 
2) 災害・イベントの間での比較し，計画運休・交通規制等の効果を明らかにする 

 
３．研究の方法 
 
(1) 本研究で利用するデータ 
 本研究では，災害時に人々の滞在量について，どのような時系列変動が起こるのかを細かく観
測するためにドコモ・インサイトマーケティングが提供するモバイル空間統計データを用いる．
国内最大級のサンプル数を誇ることから，細かい時系列に着目し，広範囲における分析を行う本
研究に最適なデータであると言える．このデータは，携帯電話運用情報として各基地局との定期
的な通信から確認される携帯電話の位置情報・台数に，ドコモの普及率を加味することで，1 時
間ごとの人口の空間分布を居住地ごとに推計したものである． 
 
(2) 災害レジリエンス情報の検出方法 
 本研究では，モバイル空間統計データによる人口推移情報を，災害がない「通常時」と災害が
発生した「異常時」に分離し，「異常時」における「通常時であれば予想される滞在人数」を推
計，比較することで，災害時における人の移動行動を定量的に推測する方法をとる．まず，通常
時と異常時を分離するアプローチをとることで，「通常時」の予測モデルに，「異常時」の情報が
影響することを回避することができる．そして，単純に特定の時点と比較するより精度よく推計
した「通常時の滞在人数」と観測結果を比較することで，災害による影響とその継続時間を精度
よく把握することができる． 
 本研究では，モバイル空間統計による滞在人数推計値の時系列推移について分析する．ここで，
モバイル空間統計によって得られる時系列変動は，2種類の時間変動に分解できると考え，モデ
ルを構築していく．まず，1 つ目の時系列変動は，「通常変動」である．この変動は，人々の移動
パターンとして災害のない通常時で頻繁に起こっていると推測できるメッシュ内人口の時系列
変動である．また，この変動は，曜日や時間帯などのある一定の周期的な時系列変動のパターン
を持つと考えられる．次に，2 つ目の時系列変動は，「異常変動」である．この変動は，通常時で
起きる可能性が非常に低い移動によるメッシュ内人口の時系列変動である．具体的には，大規模
な災害が発生すると，避難や支援のために，通常とは異なる人々の移動行動が多く発生するため，
メッシュ内人口の時間推移も通常時のパターンで推測される推移とは大きく異なる推移を示す
ようなケースである． 
本研究では，「時系列混合ガウスモデル」とする人口滞在分布の時系列変動を解析するための



モデルを開発し，過去の人の移動行動の時系列変動情報を「通常変動」と，災害時などに発生す
る「異常変動」に分類する．そして各時間において，観測値と「通常変動」から予測される数値
を比較して，その時間が異常であるかを判断しながら，災害時における人々の行動の時系列変動
を分析していく． 
 
(3) 時系列混合ガウスモデル 
 本研究では，モバイル空間統計によって得られる，𝑎𝑎地点の𝑑𝑑日・𝑡𝑡時台の人口推計値𝑦𝑦𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡 
を次のように扱う．この人口推計値 𝑦𝑦𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡  が観測される確率 𝑃𝑃(𝑦𝑦𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡)は，通常変動時の分
布と異常変動時の分布から得られる確率を合算したものとして，以下のように考える． 

𝑃𝑃�𝑦𝑦𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡� = 𝛼𝛼𝛼𝛼�𝑦𝑦𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡�𝜇𝜇normal,(𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡),𝜎𝜎normal,𝑎𝑎� + (1 − 𝛼𝛼)𝛼𝛼�𝑦𝑦𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡�𝜇𝜇error,𝑎𝑎,𝜎𝜎error,𝑎𝑎� (1) 

0 ≤ 𝛼𝛼 ≤ 1 (2) 
式(1)における，関数𝛼𝛼(𝑦𝑦|𝜇𝜇,𝜎𝜎)は，平均値 𝜇𝜇，標準偏差 𝜎𝜎 の正規分布の確率密度関数とする．
つまり，人口推計値 𝑦𝑦𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡 が観測する確率は，平均値 𝜇𝜇normal,(𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡)・標準偏差 𝜎𝜎normal,𝑎𝑎 の
通常変動時の正規分布と，平均値 𝜇𝜇error,𝑎𝑎・標準偏差 𝜎𝜎error,𝑎𝑎 の異常変動時の正規分布を合
算したものから得られるものと仮定している．また，𝛼𝛼 は二つの分布の混合割合を示すも
のであり，式(2)を満たす． 
 まず，通常変動時に関する項について説明する．通常変動時の正規分布における平均値 
𝜇𝜇normal,(𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡) が日時 (𝑑𝑑, 𝑡𝑡) ごとに変化すると考える．これは，通勤や通学などの規則的な移
動行動による，日常的な人口分布パターンの周期的な変化を表現するものであり，以下に示
す． 

𝜇𝜇normal,(𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡) =  � 𝑚𝑚𝑑𝑑,𝑡𝑡,𝑖𝑖𝑥𝑥𝑎𝑎,𝑖𝑖
𝑖𝑖∈𝐼𝐼

 (3) 

式(3)における 𝑚𝑚𝑑𝑑,𝑡𝑡,𝑖𝑖は周期要素ごとのダミー変数である．つまり，各成分𝑚𝑚𝑑𝑑,𝑡𝑡,𝑖𝑖はある時間
帯(𝑑𝑑, 𝑡𝑡)がその周期要素𝑖𝑖に該当する場合には 1，該当しない場合は 0 が入る．このダミー
変数には，該当する時系列に対して必要な組み合わせを選択して適用する．例えば，通勤・
通学が卓越する時系列の場合は曜日ごとの変動情報を，年末年始・連休などといった時期が
卓越する長距離旅行行動向けには，季節や連休を示すダミーを適用する．そして，𝑥𝑥𝑎𝑎,𝑖𝑖は，
場所𝑎𝑎における周期要素𝑖𝑖の変動幅を示すパラメータである．通常変動時の正規分布の平均値
𝜇𝜇normal,(𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡)が，式(3)のように定式化されると考えて，本研究では，𝜎𝜎normal,𝑎𝑎と𝑥𝑥𝑎𝑎,𝑖𝑖をパラメ
ータとしてデータから推定する． 
 次に，異常変動時に関する項について説明する．災害や異常気象などの異常時では，交通
機関の乱れや災害情報などによって，人々の移動行動が変化し，通常時の分布とは異なる滞
在人口が観測されることが考えられる．そのため異常時における人口の確率分布は観測さ
れる確率は低いが，多様な値をとりうる，よって，異常変動時の正規分布における平均値
𝜇𝜇error,𝑎𝑎  はどの期間でも一定であると仮定
し，分散𝜎𝜎error,𝑎𝑎

2 は大きい値をとることが考
えられる．この異常変動の分布では，
 𝜇𝜇error,𝑎𝑎 と 𝜎𝜎error,𝑎𝑎をパラメータとしてデー
タから推定する． 
 上記のモデルを用いて，モバイル空間統
計データによる観測値𝑦𝑦𝑎𝑎,𝑑𝑑,𝑡𝑡 を用いて，未知
パラメータ（𝒙𝒙𝑎𝑎, 𝜇𝜇error,𝑎𝑎,𝜎𝜎normal,𝑎𝑎,𝜎𝜎error,𝑎𝑎,𝛼𝛼）
を推定する．これらパラメータを最尤推定
法で推定する．その推定結果とモデルから，
通常時の時系列変動と，各観測時点が「異
常」と判定できるかをしめす確率を算出す
ることができ，図-1 のような分解で災害に
よる行動変化を定量的に検出できる． 
 
４．研究成果 
 本研究では，上述のアプローチを用いて，おもに 3種類の分析を実施した．一つ目が，日常的
な行動を対象とした，「近距離行動における災害レジリエンス指標の分析」であり，本稿では，
主要な結果の一つとして，計画運休に着目した解析結果を示す．２点目が，「長距離旅行行動に
おける災害レジリエンス指標の分析」であり，本稿では長期間・網羅的に解析した主要な結果を
示す．３点目が，新型コロナウイルス感染症による影響である．本研究計画は，感染症によるパ
ンデミックの前に策定されたものであったために，予定にはなかった分析である．しかし，当初
の解析実施時点を遅らせることによって，同様のデータ・モデル・設備によって解析が可能であ
り，かつこの期間の災害事象の抽出のために必須の分析であったことから，本研究プロジェクト
の一環として実施した．その結果を，複数の論文として発表しているが，副次的な成果であり，
分量の都合上，本稿では省略する． 
 

 

図-1. 時系列混合ガウスモデルによる分解 

観測値

周期的な変動
①曜日 ②休日

残差 ②異常残差

①通常残差



(1) 近距離行動における災害レジリエンス指標の分析 
 まず，近距離の移動行動に対する災害の影
響を分析するために，11 都市の中心駅を含む
500m メッシュの時系列変動の分解を行った．
各都市において 2-4 の災害事象を対象とした
ため，33 事例における主要駅での滞在変化を
定量的に検出することができる． 
 図-2が，石川県小松市における平成 30 年台
風 21号によるダメージを受けた時の推定結果
である．この図における青線が，通常時の推定
値であり，赤線がモバイル空間統計による観
測値，赤丸が混合ガウスモデルによる「異常」
と判定した時点である． 
 この図を見ると，この一つの事象において，
3 種類の異常があることが分かる．１つ目が，
災害発生時点からその日の夜にかけての来訪
人数の減少であり，これは人々が通常の行動
を取りやめた結果といえよう．２つ目が，災害
発生時点より前の増加である．これは，災害時
の行動取りやめに備えて，事前に通常と異な
る行動をとっていたため，と推測される．さら
に，３点目として，回復後にも来訪者数の増加
が確認できる．これは，災害時にできなかった
行動を遅らせて実施するためのものと推測で
きる． 

 この３種類の変化に着目して，その大きさ

を災害間で比較を行う．都市の間での比較を

行うために，日常的な来訪量で基準をとり，そ

の変化の量（図-2 の面積）を日数換算で算出

して比較した．表-1 は，災害発生時点からの

減少量（総被災量）の算出結果である．同様に，

発災前の時点における増加量（事前増加量）も

算出し，その特徴の比較を行った． 

 本稿では，本研究を通じて得られた主要な

成果の一つである，「鉄道の計画運休」による

影響の効果を述べていく．災害発生前から，運

休の時点を計画的に策定・発信する政策で，こ

の研究の対象事例の中では，17 事例が該当す

る．そして，比較的近年の豪雨のみで適用され

ているため，地震や計画運休を実施していな

い豪雨の事例も複数存在する．これらの事例

と，計画運休が実施された事例を比較して，

「計画運休によって過剰に行動量の減少がお

こったか？」と，「計画運休による人々の備え

の行動（事前増加量）が促進されたのか？」の

２点について確認していく． 

 そのための重回帰分析を行った結果が，表-

2 である．この重回帰分析では，地震の影響や

都市構造の違いを除去するために，地震ダミ

ーと場所ごとのダミーを追加してそれらの影

響を取り除いたうえで，計画運休ダミーの影

響を検出している．表-2 の結果を見ると，5%

有意水準では，事前増加量については正に，一

日最大被災量（発災後の被災量で最大になっ

た日の量）は負に有意であった．つまり，計画

運休があることによって，事前の準備行動の増加と，最もピークとなる被災量が増えていない

（逆に減っている可能性がある）ことを明らかにすることができた．これらの研究成果は，計画

運休などの対策について，定量的に評価する際に重要なエビデンスの一つとしての価値が期待

できる． 
 

 

図-2. 推定結果の例 
 

表-1. 総被災量の推定結果 

 
 

表-2. 計画運休による影響の重回帰分析結

果（一部抜粋） 
被説明変

数 
説明変数 係数 p-value 

事前 
増加量 

計画運休 
ダミー 

0.0496 0.046 

一日最大 
被災量 

計画運休 
ダミー 

-0.250 0.035 

 

実測値
推定値

異常判定点
災害発生時点

総被災期間 異常判定時間 総被災量
大阪北部地震 d*~d*+2 36 -0.758

平成30年台風21号 d*~d*+1 23 -0.861
令和4年台風14号 d* 17 -0.590
平成30年台風21号 d*~d*+1 21 -0.782
令和3年8月豪雨 d*-1~d*+1 23 -0.534
令和4年台風14号 d* 9 -0.412

熊本地震 d*-2~d*+10 155 -8.092
九州北部豪雨 d*~d*+1 14 -0.322
令和2年7月豪雨 d*-1~d*+1 22 -0.718
平成30年7月豪雨 d*-1~d*+6 97 -2.980
令和元年台風10号 d*~d*+3 30 -0.658
令和3年8月豪雨 d*~d*+3 39 -0.828
令和4年台風14号 d*-1~d*+1 27 -1.041
平成30年台風21号 d* 7 -0.299
令和4年8月豪雨 d* 8 -0.352

熊本地震 d* 10 -0.311
令和2年7月豪雨 d*-1~d* 19 -0.453
令和2年台風10号 d* 14 -0.665
令和4年台風11号 d* 15 -0.410

令和元年房総半島台風 d*-1~d* 23 -0.712
令和元年東日本台風 d*-1~d*+2 51 -1.761
令和3年台風16号 d*-1~d*+2 22 -0.488
平成30年7月豪雨 d*-1~d*+2 41 -0.766
令和元年台風10号 d*~d*+1 26 -1.035
令和3年8月豪雨 d*-3~d*+1 36 -0.841
令和4年台風14号 d*-1~d*+1 28 -0.978
令和元年東日本台風 d*~d*+2 39 -1.340
福島県沖地震(2021) d* 6 -0.259
福島県沖地震(2022) d* 12 -0.394

令和3年7月6日からの大雨 d*~d*+2 29 -0.640
令和4年台風14号 d* 14 -0.608
平成30年7月豪雨 d*-1~d* 12 -0.157
令和4年台風14号 d* 14 -0.600

佐賀駅

千葉駅

広島駅

福島駅

松江駅

松山駅

大阪駅

京都駅

熊本駅

呉駅

小松駅

災害名 場所 総被災



(2) 長距離行動における災害レジリエンス指標の分析 

 上述で述べたアプローチを，都道府県間旅行者数にも適用を行い，2014 年 3 月 1 日から新型

コロナウイルスの影響が出てくる直前の 2020 年 2 月 29 日までの 6 年間のデータから災害によ

る「異常」情報を網羅的に検出した．ここでは，混合ガウスモデルで検出された「異常」のうち

で，負の変化であり，災害白書に掲載の期間に該当する事象を抽出した． 
 このアプローチで算出された，都道府県間毎の以上による減少量（居住地-滞在地ペアごとの

平均値で基準化することで，単位を「日」とした）を示したものが図-3 であり，滞在地ごとに集

計して図示したものが図-4 である． 

 
図-3. 全都道府県ペアごとの総累積被災量の算出結果 

 

 これらの算出結果から，被災量が大きい場所の特徴として，2 種類の特徴が確認された．一つ

目は，地域ブロックをまたぐ旅行量と比較して，地域ブロック内の旅行行動の方が，被災量が大

きいことである．これは，比較的，代替や

取りやめしやすい行動の割合が多いこと

によるものと思われる．二つ目は，図-4に

示す滞在都道府県ごとの被災量を見ると，

新幹線が整備されていない都道府県にお

いて被災量が大きいことが分かる．新幹線

は，在来線と比較して整備規格が高いため

に，運休される頻度が低いうえに，飛行機

と比較しても安定的な運航が可能である

ために，新幹線の有無による影響が，この

ような形で検出されたものと思われる．こ

れらの際は，仮説検定によっても差異があ

ることが確認されている． 
 このように，本研究で提案したアプロー

チによって都道府県単位の災害脆弱性を

定量化することに成功し，それによる影響

の大きさを定量的に明らかにすることが

できた．  

図-4. 滞在都道府県ごとの総累積被災量 
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